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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等
 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 （百万円） 41,494 40,343 38,568 37,892 38,087

経常利益 （百万円） 85 209 331 379 498

親会社株主に帰属する当期純

利益
（百万円） 11 90 99 278 116

包括利益 （百万円） △88 △100 175 353 61

純資産額 （百万円） 9,277 9,039 9,077 9,294 9,218

総資産額 （百万円） 39,939 39,223 38,034 37,825 36,623

１株当たり純資産額 （円） 1,356.36 1,321.64 1,327.37 1,359.10 1,348.10

１株当たり当期純利益金額 （円） 1.66 13.28 14.58 40.74 17.04

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 23.2 23.0 23.9 24.6 25.2

自己資本利益率 （％） 0.12 0.99 1.10 3.03 1.26

株価収益率 （倍） 521.13 65.95 64.18 21.60 54.65

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △673 861 1,661 916 1,270

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 8 △114 △364 0 △230

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 124 △315 △1,366 △894 △956

現金及び現金同等物の期末残

高
（百万円） 1,831 2,259 2,187 2,207 2,290

従業員数
（人）

530 503 486 467 443

(外、平均臨時雇用者数) (902) (846) (785) (755) (758)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。第54期の期首に

当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しておりま

す。
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(2)提出会社の経営指標等
 

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 （百万円） 37,201 36,068 34,656 35,489 37,086

経常利益 （百万円） 84 200 248 229 410

当期純利益 （百万円） 25 115 91 249 63

資本金 （百万円） 2,902 2,902 2,902 2,902 2,902

発行済株式総数 （株） 13,714,995 13,714,995 13,714,995 13,714,995 6,857,497

純資産額 （百万円） 9,157 9,054 9,050 9,208 9,075

総資産額 （百万円） 37,817 37,117 36,288 37,124 35,911

１株当たり純資産額 （円） 1,338.73 1,323.81 1,323.33 1,346.62 1,327.10

１株当たり配当額
（円）

10.00 10.00 10.00 10.00 15.00

(うち１株当たり中間配当額) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 3.68 16.95 13.38 36.46 9.25

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 24.2 24.4 24.9 24.8 25.3

自己資本利益率 （％） 0.27 1.27 1.01 2.73 0.69

株価収益率 （倍） 235.32 51.68 69.95 24.14 100.62

配当性向 （％） 543.5 118.0 149.5 54.9 216.2

従業員数
（人）

444 426 415 419 399

(外、平均臨時雇用者数) (691) (641) (602) (657) (716)

株主総利回り （％） 101.1 104.6 113.7 109.6 117.7

（比較指標：TOPIX（東証株

価指数））
（％） (130.7) (116.5) (133.7) (154.9) (147.1)

最高株価 （円） 465 466 502 484 959

      (445)

最低株価 （円） 425 420 452 432 790

      (434)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第57期において、当社完全子会社である株式会社ブロスを吸収合併しております。

４．当社は、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。第54期の期首に

当該株式併合を行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しておりま

す。また、第58期の１株当たり配当額15.00円は、中間配当金5.00円と期末配当金10.00円の合計となり、中

間配当金5.00円は株式併合前の配当額、期末配当金10.00円は株式併合後の配当額となります。

５．最高株価及び最低株価は、東京証券取引所（ＪＡＳＤＡＱスタンダード）におけるものであります。なお、

第58期の株価については、株式併合後の最高株価及び最低株価を記載しており、（　）内に株式併合前の最

高株価及び最低株価を記載しております。
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２【沿革】

　当社は、1982年２月16日に株式会社エンチョー（1962年７月19日設立、静岡県富士市所在）を同社（被合併会社）

の株式額面金額を1,000円から50円に変更することを目的として吸収合併いたしました。

　当社（合併会社）は、1950年９月29日、株式会社八千代田工商として資本金100万円をもって東京都中央区に設立

され、合併直前は休業状態にありましたが、合併後は被合併会社の実体をそのまま承継いたしましたので、以下の記

載におきましては、実質上の存続会社である被合併会社について記載いたします。

 

1962年７月 個人経営から会社組織に改組、株式会社遠藤材木店（本店所在地　静岡県富士市中央町２丁目12番

12号）を設立し、製材及び土木建築の請負、大手建設業者への建築用資材の納入販売を開始

1970年３月 一般消費者との結びつきを求め、これからの木材販売に対処するため、地元建築業者・工務店・大

工を対象に販売を移行

1972年11月 企業の多角化をはかるため、一般消費者を対象とした日曜大工センターを開店

1974年９月 日曜大工センターの業績向上と、消費者のライフスタイルの変化の中で従来の事業を発展的に解消

し、米国で発展しているＤＩＹホームセンターのチェーン展開を開始し、ホームセンター１号店

「ジャンボエンチョー富士店」を静岡県富士市に開店

1975年６月 株式会社遠藤材木店を、株式会社エンチョーに商号変更

1978年４月 木材及びＤＩＹ関連商品の販売、製材及び土木建築の請負を目的とする株式会社ジャンボ（現・連

結子会社）を静岡県富士市に設立

1982年２月 株式額面金額を変更するため、形式上の存続会社株式会社エンチョーに吸収合併

1984年２月 電子計算機による計算受託業務・電子計算機のソフトウェアの開発研究販売、電子計算機及び周辺

機器の消耗品販売を目的とする株式会社システック（現・連結子会社）を静岡県富士市に設立

1985年４月 住宅の増改築業務を開始

1985年９月 インテリア・キッチン・バス・ホビー・ギフト用品等の品揃えによる150坪タイプの専門店「カー

サ（casa)」のチェーン展開を開始し、専門店１号店「casa駿東」を静岡県駿東郡に開店

1986年11月 社団法人日本証券業協会に株式を登録

1991年４月 千葉県船橋市の株式会社テルウェルホームセンターと、ホームセンター経営に関する業務指導契約

ならびに商品取引契約を締結

1991年10月 福島県郡山市の株式会社ボン・マルシェを吸収合併

1996年12月 エンチョーグループのメンテナンス業務を主目的とする株式会社ジェイ・イー・サービス（現・連

結子会社）を静岡県富士市に設立

1998年９月 レジャー用品の販売を目的とする株式会社ブロスを静岡県富士市に設立

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2007年11月 全事業所を対象に「ＩＳＯ14001」の認証を取得

2009年10月 吸収分割により、「カーサ（casa)事業」を当社完全子会社の株式会社ブロスに承継

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場

2017年10月 当社完全子会社の株式会社ブロスを吸収合併
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社３社、関連会社１社及びその他の関係会社１社により

構成されており、ＤＩＹ用品、園芸・ペット・カーレジャー用品、家庭用品の販売を行う、「ホームセンター事業」

を基幹事業としております。また、建築・土木・工具の職人向けプロツール及びアウトドアレジャー用品等の販売を

行う「専門店事業」、木材及びＤＩＹ関連商品の卸売事業、ソフトウェアの開発・販売事業、ビルメンテナンス・清

掃・警備業務の受託、ショッピングセンターの運営管理事業を営んでおります。なお、ホームセンター事業及び専門

店事業以外の事業につきましてはセグメント区分上重要性が低いため「その他の事業」として一括して記載しており

ます。

 

　当社グループ内各社の位置づけは次のとおりであります。

事業内容 会社名 当社グループ内における位置づけ

ホームセンター事業

ＤＩＹ用品、園

芸・ペット・カー

レジャー用品、家

庭用品の販売

㈱エンチョー（当社）

－

専門店事業

建築・土木・工具

の職人向けプロ

ツール、アウトド

アレジャー用品等

の販売

その他の事業

木材及びＤＩＹ関

連商品の卸売

㈱ジャンボ（子会社） 木材及びＤＩＹ関連商品を仕入れ、当

社及び当社グループ以外のユーザーへ

販売しております。

コンピューター計

算受託及びソフト

ウェアの開発・販

売

㈱システック（子会社） 当社グループ内各社のデータ処理・ソ

フトウェアの開発を受託しているほ

か、開発したソフトウェア等を当社グ

ループ以外のユーザーへ販売しており

ます。

ビルメンテナン

ス・清掃・警備業

務の受託・ショッ

ピングセンターの

運営管理

㈱ジェイ・イー・サービス（子

会社）

当社グループ内各社を中心にフロアー

清掃・警備等を行っているほか、

ショッピングセンターの運営管理を

行っております。

ＤＩＹ業界の情報収集及び市場調査 ディ・アイ・ワイ流通事業協同

組合（関連会社）
－

不動産の賃貸 ㈱無量寿（その他の関係会社）

 

当社へ土地・建物を賃貸しておりま

す。

 

　ホームセンター事業の取扱い商品区分の構成内容は次のとおりであります。

区分 取扱い商品

ＤＩＹ用品 木材、住宅設備、塗料、工具　等

園芸・ペット・カーレジャー用品 園芸、エクステリア、ペット、カー用品、レジャー用品、文具　等

家庭用品 日用品、インテリア、電気用品　等
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　企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。

 

４【関係会社の状況】

名称 住所

資本金
又は出
資金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱ジャンボ 静岡県富士市 60
木材及びＤＩＹ関連商

品の卸売
100.0

当社へ商品を販売しております。

役員の兼任があります。

金融機関よりの借入に対し経営指導念書を差し

入れております。

㈱システック 静岡県富士市 60

コンピューター計算受

託及びソフトウェアの

開発・販売

100.0

当社の情報処理及びプログラム開発を行ってお

ります。

当社から建物を賃借しております。

役員の兼任があります。

金融機関よりの借入に対し債務保証を行ってお

ります。

㈱ジェイ・イー・サー

ビス
静岡県富士市 30

ビルメンテナンス・清

掃・警備業務の受託・

ショッピングセンター

の運営管理

100.0

当社店舗のフロアー清掃及び警備を行っており

ます。

当社から建物を賃借しております。

役員の兼任があります。

（その他の関係会社）      

㈱無量寿 静岡県富士市 99 不動産の賃貸
被所有

22.2

当社に対し土地・建物を賃貸しております。

役員の兼任があります。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 2019年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

ホームセンター事業 352 (603)

専門店事業 47 (113)

その他の事業 44 (42)

合計 443 (758)

　（注）　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております。なお、グループ外から当

社グループへの出向者はおりません。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、準社員を含み、アルバイ

ト、人材会社からの派遣社員は除いております。）は（ ）内に年間の平均人員（１日8.0時間換算）を外数で

記載しております。

 

(2)提出会社の状況

    2019年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

399 (716) 42.7 17.9 5,512,422

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ホームセンター事業 352 (603)

専門店事業 47 (113)

合計 399 (716)

（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）で

あり、臨時雇用者数（パートタイマー、準社員を含み、アルバイト、人材会社からの派遣社員は除いており

ます。）は（ ）内に年間の平均人員（１日8.0時間換算）を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、税込支給金額であり、基準外賃金、賞与及びその他の臨時給与を含んでおります。

 

(3)労働組合の状況

　当社及び当社の連結子会社の従業員により、次のとおり労働組合が結成されております。

(イ）名称　　　　　全エンチョー労働組合

(ロ）結成年月日　　1994年７月17日

(ハ）組合員数　　　1,342名　（2019年３月31日現在）

(ニ）労使関係　　　円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)会社の基本となる経営方針

　当社グループは、地域社会の生活インフラを担うべく、住生活に役立つ情報の発信を行い、地域の人々の快適な住

まい・暮らしをサポートする企業グループとなることを基本方針としております。多様化するお客様のニーズにお応

えするため、競争力のある企業体質の強化を推し進め、商品、情報、サービス面をより充実させた店舗展開に取り組

むとともに、経営の効率化と健全化を図ってまいります。

 

(2)中長的な会社の経営戦略

　当社グループは、業績の伸張を図り持続的な成長を確保するため、地域に根ざした品揃えの最適化や陳列の見直し

等による売場の活性化によるホームセンターの差別化を図る他、専門店事業の拡大を積極的に推進してまいります。

　また、効率化に向けた構造改革として、お客様視点とした売場への部門再編成や在庫水準の見直しの取り組みを引

き続き強化し、利益体質の改善に努めてまいります。

 

(3)目標とする経営指標

　当社グループは、中期経営計画として売上高400億円、営業利益10億円への回復を目指し、この営業活動により得

られた資金の範囲内で、事業規模拡大のための設備投資を実施するとともに、自己資本利益率５％超を目標としてお

ります。

 

(4)経営環境及び対処すべき課題

　今後の当社グループを取巻く経営環境を展望すると、景気は緩やかに回復していくことが期待されるものの、深刻

化する人手不足や予定されている消費増税による影響が懸念され、依然厳しい状況が続くものと思われます。かかる

状況下、当社グループが対処すべき当面の課題としては、①地域周辺の生活環境に密着した店づくり、②多様化する

顧客ニーズに対応した店づくり・商品開発、③効率的な店舗運営を推進できる情報、物流システムの構築、④安定的

な経営を確実にする自己資本の充実があげられます。

①当社グループはこれまで以上に地域社会のお客様の暮らしを支える生活インフラとしての役割を果たすべく、地域

の人々の快適な住まい・暮らしをサポートする企業グループを目指し、お客様からのより高い「信頼」を獲得すべく

邁進してまいります。

②当社グループは、ホームセンター業界の中でも他社には真似できない圧倒的な品揃えを行うことで、ハードに特化

した専門店化を推進しておりますが、今後も更にＤＩＹ市場を開拓するために、お客様のニーズを捉えた商品開発を

より充実させ、ＤＩＹアドバイザーを核とした豊富な商品知識に裏付けられた接客体制の強化により、お客様にご支

持いただける魅力ある店づくりに注力していきたいと考えております。

③仕入から販売に至る工程を見直すことによって、コスト削減に努めていきたいと考えております。

④当社グループ全体の自己資本の充実は、安定的な経営を確実にするための重要な課題と認識しております。このた

め、顧客ニーズに対応した商品開発を進めることによる売上総利益率の改善、物流体制の整備、店舗運営の合理化に

よる効率化の徹底等によって収益強化を図り、自己資本の充実を進めていきたいと考えております。
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（2019年６月27日）現在において、当社グループ

が判断したものであります。

 

　　(1)市況の変動に係るもの

①保有土地の含み損について

　当社グループは2019年３月末現在、帳簿価額12,335百万円の土地を所有しておりますが、バブル崩壊後の日本経

済の悪化による地価下落の影響により、時価が帳簿価額を下回る状況にあります。また、2005年４月１日以降開始

する事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」の適用が義務付けられ、収益状況及び地価の動向等によって

は、財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

　なお、これらの土地は販売を目的とするものではなく、主にホームセンター店舗として使用され、今後において

も継続して所有し事業の用に供することとしております。

②為替変動による業績への影響について

　当社グループは、外貨建の輸入取引を行っており、それによる為替変動のリスクにさらされております。当社グ

ループは為替変動リスクを軽減するために、為替予約等によるヘッジを行っておりますが、為替が予想以上に変動

した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

　なお、当社グループは、投機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

③金利変動による業績への影響について

　当社グループは、店舗の出店及び改装に伴い、多額の設備投資が必要となります。このため当社グループの総資

産における有利子負債の割合は、高い水準となっております。当社グループの直近２期の有利子負債の残高及び総

資産における割合は下記のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

 　金額（百万円） 　構成比（％） 　金額（百万円） 　構成比（％）

期末有利子負債残高 18,958 50.1 18,184 49.7

総資産 37,825 100.0 36,623 100.0

     　当社グループは、コミットメントライン契約により資金の安定調達を確保し、手許資金による借入金の圧縮に注

力し、また、金利スワップ取引等により金利変動のリスクを軽減するように図っておりますが、金利動向等の金融

情勢が予想以上に変化した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

 

　　(2)法的規制について

　当社グループは、ホームセンター店舗の出店におきまして「大規模小売店舗立地法」（以下「大店立地法」とい

う。）の規制を受けます。

　これは売場面積1,000㎡超の店舗を新規出店する場合及び増床により売場面積が1,000㎡超の店舗になる場合に際

し、騒音、交通渋滞、ごみ処理問題等、出店地近隣住民に対し生活環境を守る立場から都道府県または政令指定都

市が一定の審査をし、規制を行う目的で施行されたものであります。

　当社グループは、1,000㎡超の店舗を出店する際には、出店地域の環境や住民、自治体等との調和を優先的に考

慮していく方針ではありますが、「大店立地法」の規制により計画どおりの出店ができない場合には、当社グルー

プの経営成績に影響がある可能性があります。

 

　　(3)当社を取巻く環境について

　当社グループは、ＤＩＹ用品、園芸・ペット・カーレジャー用品、家庭用品の販売を行う、ホームセンター事業

を基幹事業とし、静岡県を中心に愛知県、神奈川県に店舗展開しております。当社グループは、オリジナル輸入商

品による当社グループにしかできない品揃えや、新規発売商品の早期導入、徹底した経費削減等、競争力の強化に

努めておりますが、今後のホームセンター業界における競争の激化や競合他社の新規出店の状況によっては、当社

グループの経営成績に影響がある可能性があります。

 

　　(4)個人情報について

　当社グループは、多くの個人情報を、商品注文書等の各種帳票類から入手しております。個人情報の取扱につい

ては、各部署・各店舗ごとに管理責任者を選任し、社内ルールに従い徹底した管理を行っております。

　しかしながら、何らかの原因により個人情報の流出が発生した場合には、損害賠償請求の発生や社会的信用の失

墜等、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)経営成績等の状況の概要

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加や、雇用、所得環境の改善を背景

に、景気は緩やかな回復基調が続いているものの、相次ぐ自然災害や、米中貿易摩擦の拡大が及ぼす影響が懸念さ

れ、依然として先行き不透明な状況で推移しました。

　ホームセンター業界におきましては、企業収益の回復基調と比較して個人消費は力強さに欠け、ネット通販や異業

種も含めた競争もあり、依然として厳しい状況が続いております。

　このような状況の中で当社グループは、地域の人々の快適な住まい・暮らしをサポートする地域№１の企業グルー

プを目指し、中期経営計画スローガンとして「ＥＮＣＨＯアクション」を掲げ、品揃えの最適化と専門店事業推進に

よる売上高拡大及び仕入力とコスト削減意識強化による「収益力の向上」、在庫回転率の向上を図る「在庫の適正

化」、業務の見直し等による働きやすい職場環境づくりを目指す「働き方改革」の取り組みを推し進めました。

　店舗の状況につきましては、2018年４月、愛知県豊田市にハードウェアショップとして愛知県初出店となる道具と

資材の専門店「ハードストック豊田」及びアウトドアショップ「ＳＷＥＮ豊田店」を同時オープンし、成長分野の拡

大に努めた他、９月には、静岡県富士市に100円ショップ２店舗目となる「ダイソージャンボエンチョー富士店」を

新設オープンいたしました。また10月上旬には、静岡県駿東郡清水町のサントムーン柿田川ショッピングセンターの

リニューアル計画に伴い、アウトドアショップ「ＳＷＥＮ三島店」及びホームファッションショップ「ｃａｓａ駿東

店」を同センター内で移転し、同月下旬には、ホームセンター「ジャンボエンチョー菊川店」を全面改装いたしまし

た。この結果、当連結会計年度においては、ハードウェアショップ「ハードストック」を１店舗、アウトドアショッ

プ「ＳＷＥＮ」を１店舗、100円ショップ「ダイソー」を１店舗開店し、既存店を２店舗移転、１店舗を全面改装い

たしました。

　販売の状況につきましては、ホームセンター事業において、暖冬により暖房用品等は伸び悩みましたが、夏の猛暑

により、レジャー用品、冷房用品等の夏物季節品の販売が伸長した他、自然災害により補修・防災関連商品の販売が

大きく増加しました。また、専門店事業のハードウェアショップ及びアウトドアショップにおける販売は、引き続き

好調に推移しました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は38,087百万円（前年同期比100.5％）、営業利益は667百万円（同

118.6％）、経常利益は498百万円（同131.5％）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、一部店舗の固

定資産において減損損失211百万円を特別損失に計上し、116百万円（同41.8％）となりました。

 

事業別の状況は、次のとおりであります。

＜ホームセンター事業＞

・　ＤＩＹ用品

　木材・住設関連では、荒材・内装材や水道用品・ガス器が減少したものの、台風被害での補修需要の拡大もあ

り、屋根材、合板、補修材等の建築資材が伸長しました。工具・電動工具関連では、発電機や防災用品が増加しま

した。

　この結果、売上高は9,162百万円（前年同期比101.0％）となりました。

・　園芸・ペット・カーレジャー用品

　園芸、エクステリア関連では、５月の天候不順の影響が大きく、薬品・肥料や園芸生物が減少しましたが、台風

被害等の影響により、エクステリア用品の物置収納庫等が増加しました。ペット用品関連では生体販売を主として

堅調に推移しました。カーレジャー用品は、アウトドア用品が伸長しました。

　この結果、売上高は11,349百万円（同98.0％）となりました。

・　家庭用品

　日用品、雑貨関連では、ドラッグストアなど競合出店が増加した影響もあり、主力商品の洗濯洗剤や住居洗剤が

減少しました。また夏場の猛暑の影響により、夏用寝具類や冷房用品等が好調に推移した一方、暖冬の影響により

冬物インテリア用品や暖房用品が伸び悩みました。

　この結果、売上高は10,503百万円（同94.1％）となりました。

＜専門店事業＞

　専門店事業は、新店の寄与に加えて、既存店も好調に推移しました。ハードウェアショップにおいては、消耗資

材、住宅補修資材の販売が増加しました。アウトドアショップにおいてはキャンプ用品が大きく伸長した他、ブラ

ンドウェアの販売が増加しました。

　この結果、売上高は6,064百万円（同119.4％）となりました。
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＜その他の事業＞

　その他の事業には、木材及びＤＩＹ関連商品の卸売事業、ソフトウェアの開発・販売事業、ショッピングセン

ターの運営管理及びビルメンテナンス業務の受託事業等が含まれております。このうち、木材の卸売販売等が伸長

しました。

　この結果、売上高は1,008百万円（同101.3％）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による収入1,270百万円、

投資活動による支出230百万円、財務活動による支出956百万円の結果、前連結会計年度末に比べ83百万円増加し、

2,290百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は1,270百万円（前年同期比354百万円の収入増）となりました。この主な要因は、

税金等調整前当期純利益286百万円、減価償却費684百万円、減損損失211百万円、たな卸資産の減少額411百万円、

仕入債務の減少額298百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は230百万円（前年同期は０百万円の収入）となりました。この主な要因は、有形

固定資産の取得による支出348百万円、投資活動のその他の収入106百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は956百万円（前年同期比62百万円の支出増）となりました。この主な要因は、長

短借入金の減少額407百万円、リース債務の返済による支出366百万円、配当金の支払額136百万円によるものであ

ります。

 

③生産、受注及び販売の状況

　当社グループは、ホームセンター事業及び専門店事業を主たる事業としているため、生産及び受注の状況は記載

しておりません。

　　（販売実績）

　　　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

前年同期比（％）

ホームセンター事業（百万円） 31,014 97.5

専門店事業（百万円） 6,064 119.4

報告セグメント計（百万円） 37,078 100.5

その他の事業（百万円） 1,008 101.3

合計（百万円） 38,087 100.5

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．記載金額には消費税等は含まれておりません。

 

(２)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（2019年６月27日）現在において判断したものであ

ります。また、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当連結

会計年度の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っておりま

す。

 

①重要な会計方針及び見積もり

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表を作成するに当たっての重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載されております。
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②財政状態

（資産）

　資産合計は前連結会計年度末に比べ1,201百万円減少し、36,623百万円となりました。

　流動資産は前連結会計年度末に比べ319百万円減少し、13,080百万円となりました。この主な要因は、現金及び

預金の増加83百万円、商品の減少422百万円によるものであります。

　固定資産は前連結会計年度末に比べ882百万円減少し、23,543百万円となりました。この主な要因は、建物及び

構築物の減少261百万円、土地の減少121百万円、リース資産の減少169百万円、建設仮勘定の減少112百万円による

ものであります。

（負債）

　負債合計は前連結会計年度末に比べ1,126百万円減少し、27,405百万円となりました。

　流動負債は前連結会計年度末に比べ1,289百万円増加し、17,675百万円となりました。この主な要因は、支払手

形及び買掛金の減少293百万円、短期借入金の増加1,575百万円によるものであります。

　固定負債は前連結会計年度末に比べ2,416百万円減少し、9,730百万円となりました。この主な要因は、長期借入

金の減少1,978百万円、リース債務の減少284百万円、退職給付に係る負債の減少155百万円によるものでありま

す。

（純資産）

　純資産合計は前連結会計年度末に比べ75百万円減少し、9,218百万円となりました。この主な要因は、その他有

価証券評価差額金の減少68百万円によるものであります。なお、当連結会計年度末における自己資本比率は25.2％

（前連結会計年度末の自己資本比率は24.6％）となりました。

 

③経営成績

（売上高）

　当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ195百万円増加し、38,087百万円（前年同期比

100.5％）となりました。ホームセンター事業におけるカテゴリー別の売上高としましては、ＤＩＹ用品は9,162百

万円（同101.0％）、園芸・ペット・カーレジャー用品は11,349百万円（同98.0％）、家庭用品は10,503百万円

（同94.1％）となっております。

（売上原価及び売上総利益）

　売上原価は、27,029百万円（同100.5％）となり、売上総利益は11,057百万円(同100.5％）となりました。売上

総利益率は29.0％となりました。

（販売費及び一般管理費）

　販売費及び一般管理費は、11,636百万円（同100.1％）となりました。

（営業利益）

　営業利益は667百万円（同118.6％）となりました。営業利益率は1.8％となりました。

（営業外損益）

　営業外収益は、58百万円（同94.2％）となりました。また、営業外費用は、227百万円（同92.6％）となりまし

た。

（経常利益）

　経常利益は、498百万円（同131.5％）となりました。経常利益率は1.3％となりました。

（特別損益）

　一部店舗の固定資産において減損損失211百万円を特別損失に計上いたしました。

（親会社株主に帰属する当期純利益）

　親会社株主に帰属する当期純利益は、116百万円（同41.8％）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

12/83



 

④経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　２．事業等のリスク」に記載のとおりで

あります。

 

⑤資本の財源及び資金の流動性についての分析

（キャッシュ・フロー）

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「第２　事業の状況　３．経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（１）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。

　なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。

 2017年３月期 2018年３月期 2019年３月期

自己資本比率（％） 23.9 24.6 25.2

時価ベースの自己資本比率（％） 16.8 15.9 17.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 11.6 20.7 14.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 9.7 6.0 9.1

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．営業キャッシュ・フロー及び利払いは連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による

キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。

 

（資金需要）

　資金需要のうち主なものは、新規出店に係る設備資金であります。

（財務政策）

　主として金融機関からの借入にて資金調達を行っております。

 

⑥経営者の問題認識と今後の見通しについて

　経営者の問題認識と今後の見通しについては、「第２　事業の状況　１.経営方針、経営環境及び対処すべき課題

等　(４)経営環境及び対処すべき課題」に記載のとおりであります。

　2020年３月期は、売上高37,650百万円（前年同期比98.9％）、営業利益400百万円（同59.9％）、経常利益220百万

円（同44.1％）、親会社株主に帰属する当期純利益100百万円（同85.8％）と見込んでおります。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、基幹事業であるホームセンター事業の規模拡大のため、次世代型のホームセンターを目指し、より

ＤＩＹに特化した店舗の実現及び既存店の活性化政策に基づき設備投資を実施しております。また、専門店事業の規模拡

大のため、ハードストック及びＳＷＥＮの多店舗化に向けて物件確保の取り組みを強化しております。

　当連結会計年度では、2018年４月、愛知県豊田市に「ハードストック豊田」及び「ＳＷＥＮ豊田店」を同時オープン、

2018年９月、静岡県富士市に「ダイソージャンボエンチョー富士店」をオープン、2018年10月上旬、静岡県駿東郡清水町

のサントムーン柿田川ショッピングセンター内の「ＳＷＥＮ三島店」及び「ｃａｓａ駿東店」を同センター内で移転、同

月下旬、静岡県菊川市の「ジャンボエンチョー菊川店」の全面改装を行いました。

　また、「ハードストック島田」、「ＳＷＥＮ焼津店」及び「ハードストック富士」等の新設に向けた設備投資を行いま

した。

　その結果、当連結会計年度の設備投資総額は262百万円となりました。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1)提出会社

2019年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

富士店

(静岡県富士市)

※３

ホームセン

ター事業
店舗設備 335

2,295

(16,039.04)

[655.65]

22 2,653
21

[32]

きらりタウン

浜北店

(静岡県浜松市

浜北区)

※３

〃 〃 538

829

(26,601.72)

―

7 1,375
8

[11]

ホームアシスト

(静岡県駿東郡

清水町)

※３

〃 〃 470

1,004

(13,225.67)

[37,703.47]

19 1,494
25

[65]

本社

(静岡県富士市)

※４

その他の事業
統括業務

施設
320

429

(2,450.56)

―

34 784
92

[52]
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(2)子会社

2019年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び構
築物
(百万円)

土地
(百万円)
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
(百万円)

㈱ジャンボ
本社

(静岡県富士市)

その他の

事業

統括業務

施設・

倉庫

21

278

(2,586.53)

-

2 302
13

[9]

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、リース資産、機械装置、車両運搬具及び工具器具備品であり、建設仮勘定は

含んでおりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．上記中の「土地」の[　]は、連結会社以外から賃借している土地の面積を外書しております。

※３．建物の一部を連結会社以外へ賃貸しております。

※４．建物の一部を子会社の㈱システック、㈱ジェイ・イー・サービスに賃貸しております。

５．現在休止中の主要な設備はありません。

６．上記のほか、主要な賃借設備として次のものがあります。

提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
従業員数
（人）

土地の面積
（㎡）

年間賃借料
（百万円）

ホームアシスト清水駒越店

(静岡県静岡市清水区)
ホームセンター事業 店舗設備

16

[28]
23,372.00 289

下川原店

(静岡県静岡市駿河区)
〃 〃

10

[24]
16,156.04 153

清水鳥坂店

(静岡県静岡市清水区)
〃 〃

11

[25]
29,604.59 145

蟹江店

(愛知県海部郡蟹江町)
〃 〃

9

[20]
13,416.07 120

浜松店

(静岡県浜松市中区)
〃 〃

11

[22]
19,179.00 106

７．従業員数の[　]は、臨時雇用者数を外書しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
増加予定
売場面積
(㎡)

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

㈱エンチョー

ハードストッ

ク島田

静岡県

島田市
専門店事業 店舗新設 110 3 自己資金

2019年

４月

2019年

６月
995

㈱エンチョー

ＳＷＥＮ焼津

店

静岡県

焼津市
専門店事業 店舗新設 63 - 自己資金

2019年

５月

2019年

６月
1,652

㈱エンチョー

ハードストッ

ク富士

静岡県

富士市
専門店事業 店舗新設 335 2 自己資金

2019年

５月

2019年

10月
2,152

　（注）１．ハードストック島田は2019年６月18日にオープンしております。

２．ＳＷＥＮ焼津店は2019年６月27日にオープンしております。

３．記載金額には消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

（注）2018年６月28日開催の第57回定時株主総会決議により、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式

併合を行っております。これにより、発行可能株式総数は12,000,000株減少し、12,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(2019年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(2019年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,857,497 6,857,497

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,857,497 6,857,497 － －

（注）１．2018年６月28日開催の第57回定時株主総会決議により、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で

株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数は6,857,498株減少し、6,857,497株となっておりま

す。

２．2018年６月28日開催の第57回定時株主総会決議により、2018年10月１日付で単元株式数を1,000株から100株に

変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金増
減額

（百万円）

資本準備金残
高

（百万円）

2018年10月１日

　（注）
△6,857,498 6,857,497 ― 2,902 ― 3,435

　（注）株式併合（２：１）によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

       2019年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 11 4 95 - - 1,081 1,191 －

所有株式数

（単元）
- 7,851 27 30,397 - - 30,220 68,495 7,997

所有株式数の割

合（％）
- 11.46 0.04 44.38 - - 44.12 100 －

　（注）１．自己株式19,206株は、「個人その他」に192単元及び「単元未満株式の状況」に６株を含めて記載しており

ます。

２．2018年６月28日開催の第57回株主総会決議により、2018年10月１日付で１単元の株式数を1,000株から100株

に変更しております。

 

（６）【大株主の状況】
 

  2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社無量寿 静岡県富士市永田北町４番地の15 1,515 22.16

エンチョー共栄会 静岡県富士市中央町２丁目12番12号 1,153 16.86

すてきナイスグループ株式会

社

神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央４丁目33番１

号
617 9.03

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 333 4.87

エンチョー従業員持株会 静岡県富士市中央町２丁目12番12号 283 4.15

遠藤　健夫 静岡県富士市 205 3.01

遠藤　敏東 静岡県富士市 203 2.98

山種不動産株式会社 東京都中央区日本橋箱崎町８番１号 116 1.70

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 91 1.33

株式会社静岡銀行

（常任代理人　日本マスター

トラスト信託銀行株式会

社）

静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
88 1.29

計 － 4,608 67.39

（注）　2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年３月31日現在

区　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 19,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,830,300 68,303 －

単元未満株式 普通株式 7,997 － －

発行済株式総数  6,857,497 － －

総株主の議決権  － 68,303 －

（注）　2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数

は6,857,498株減少し、6,857,497株となっております。

 

②【自己株式等】

    2019年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％）

株式会社エンチョー
静岡県富士市中央

町２丁目12番12号
19,200 － 19,200 0.28

計 － 19,200 － 19,200 0.28

（注）　2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号及び第９号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2018年10月29日）での決議状況
（取得日　2018年10月29日）

43 36,975

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 43 36,975

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

（注）１．2018年10月１日付の株式併合により生じた１株に満たない端数の処理につき、会社法第235条第２項、第234条

第４項及び第５項の規定に基づく自己株式の買取りを行ったものです。

２．買取価格は、買取日の株式会社東京証券取引所における当社株式の終値であります。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 250 130,800
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区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当期間における取得自己株式 35 33,915

（注）１．2018年６月28日開催の第57回定時株主総会決議により、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合

で株式併合を行っております。当事業年度における取得自己株式250株の内訳は、株式併合前200株、株式併

合後50株であります。

２．当期間における取得自己株式には、2019年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（株式併合による減少）
19,113 － － －

保有自己株式数 19,206 － 19,241 －

（注）１．2018年６月28日開催の第57回定時株主総会により、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株

式併合を行っております。

２．当期間における保有自己株式数には、2019年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は配当の継続を重視しており、会社の経営成績及び財務状態並びに今後の見通し等を総合的に勘案しながら積

極的に利益還元を行うこと及び配当回数につきましては、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを

基本方針としております。

　当社は「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」

旨定款に定めております。

　内部留保資金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大のための設備資金に有効活用いたします。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨定款に定め

ております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2018年10月29日
68 5.00

取締役会決議

2019年５月27日
68 10.00

取締役会決議

（注）　当社は、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。2018年10月29

日取締役会決議における１株当たり配当額5.00円は株式併合前の配当額、2019年５月27日取締役会決議にお

ける１株当たり配当額10.00円は株式併合後の配当額となります。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主の皆様には当然のこと、その他のあらゆる関係者に対し、経営の効率化、透明性並びに健全性を高

め、コーポレート・ガバナンスを充実させることが上場企業としての最重要課題であると認識しております。当社

は、迅速な意思決定を行えるよう組織体制や諸規則を整備するとともに、監査役及び内部統制監査室による監査機

能等により構築された内部統制システムの強化を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。

 

②　企業統治の体制の概要及び企業統治の体制を採用する理由

　当社は監査役制度を採用しております。なお、取締役会については、経営戦略・事業計画の執行に関する最高意

思決定機関として、有価証券報告書提出日現在、全取締役７名（社内６名、社外１名）で構成されております。ま

た監査役会については、取締役会の職務執行を監視する機関として、監査役３名（社内１名、社外２名）で構成さ

れており、うち２名が非常勤であります。また、当社は、取締役会の意思決定の迅速化及び業務執行体制の強化と

責任の明確化により、経営のスピードアップを図るため、執行役員制度を導入しており、執行役員は２名で構成さ

れております。なお、取締役会の議長は代表取締役の遠藤健夫が務めております。

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況は次のとおりであります。（2019年６月27日現在）
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当社の各機関の構成員は次のとおりであります。（2019年６月27日現在）

役職名 氏名 取締役会 監査役会 経営会議

代表取締役社長 遠藤　健夫 ◎  ◎

常務取締役 長谷川　英一 ○  ○

常務取締役 遠藤　秀男 ○  ○

取締役 小野田　智則 ○  ○

取締役 貫名　信行 ○  ○

取締役 中村　晴隆 ○  ○

取締役（社外） 仁瓶　眞平 ○  ○

常勤監査役 望月　学 △ ○ ○

監査役（社外） 吉田　龍美 △ ○  

監査役（社外） 新保　昌義 △ ○  

執行役員 佐野　憲作 △  ○

執行役員 岩城　陽介 △  ○

子会社社長 2名 △   

本社担当部室長等 12名 △（1名）  ○

（注）◎議長　○構成員　△出席者

 

　当社の取締役会は月１回の定例取締役会の開催に加え、重要案件が生じたときは、臨時取締役会を都度開催して

おります。また取締役会のメンバーに加え、主要部室長参加のもと、隔週経営会議を開催しており、迅速に経営に

関する意思決定ができるように体制を整えております。なお、当社は内部統制システムの基本方針を下記のとおり

制定し、内部統制システムの整備を図っております。

（１）当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a.　当社は当社グループの取締役、使用人を含めた行動規範としてコンプライアンス基本規程を定め、必要に応

じ外部の専門家を起用し、法令定款違反行為を未然に防止する。

b.　法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について、当社グループの取締役及び使用人が直接通報を

行うことができる内部通報体制を構築し独立性を維持した運用を行うこととする。

c.　当社グループは社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固とした姿勢・毅然とした態

度で対応するものとし、当社が定める「企業行動指針」に則り、反社会的勢力との関係遮断に取り組むものと

する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、法令及び社内規程に基づき、適切にかつ確実に保存・管理すること

とする。
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（３）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a.　当社グループのリスク管理体制の基礎としてリスク管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築

する。

b.　不測の事態が発生した場合には、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体勢を整える。

（４）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a.　当社グループの取締役の職務の執行が、効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、各社取

締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとする。

b.　当社の経営方針及び経営戦略に係る重要事項については、事前に経営会議において議論を行い、その審議を

経て執行決定を行うものとする。

c.　取締役会の決議に基づく業務執行については、社内規程において定めることとする。

（５）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

a.　当社の内部統制監査室は当社グループの業務全般を監査し、その結果を適時関係者に報告する。

　　また、当社は「内部統制委員会」を設置し当社グループの業務の適正を確保する体制を構築する。

b.　子会社の重要な案件についてはあらかじめ当該子会社と協議し当社取締役会が決議する。

　　また、子会社の営業成績、財務状況、その他重要な情報について、当社への定期的な報告を義務づける。

（６）監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項

a.　現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて監査役の業務補助のため監査スタッフを

置くこととし、その人事については監査役の意見を尊重する。

b.　監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合には、当該使用人は監査役の指揮命令に従い、取締役及び使用

人は、当該使用人の業務が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力する。

（７）当社グループの取締役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体

制、その他の監査役への報告に関する体制

a.　当社グループの取締役及び使用人は当社監査役から業務執行に関する事項、またはコンプライアンスに関す

る事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

b.　当社グループの取締役及び使用人は直接、間接を問わず法令違反行為等、当社グループに著しい損害を及ぼ

すおそれのある事実を発見したときは、速やかに当社監査役に報告する。

　　また、内部統制監査室は当社グループの取締役及び使用人からの内部通報の状況について、定期的に当社監

査役に対して報告する。

（８）当社監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由に不利な扱いを受けないことを確保するための体制

（１）項bの内部通報体制において、監査役に報告した者が、当該報告を理由として不利益な扱いを受けないこ

とを明記する。

（９）当社監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

a.　当社は、監査役がその職務の執行について当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をし

たときは、当該請求に係る費用または債務が、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除

き、速やかに当該費用または債務を処理する。

b.　当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年一定額の予算を設ける。

（10）その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、社内の重要課題等を把握し必要に応じて意見を述べることが

できる。

 

　当社のリスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理責任者を決定し、同

規定に従ったリスク管理体制を構築しております。不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部

を設置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の

拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整えます。

　また、コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス基本規程を定め、社長を委員長とする内部統制委

員会を設置し、内部統制システムの構築・維持・向上を推進しております。

　当社の子会社の業務の適正を確保するため、子会社３社の取締役会の開催日を原則毎月第３月曜日とし、原則毎

月第４月曜日に開催する当社取締役会においてその内容を各子会社の取締役に報告させ、重要な案件については当

社取締役会においても付議する体制を採っております。また当社は「関係会社管理規程」に基づき子会社の経営内

容を把握するため、当社の経営企画室が各子会社に取締役会資料等の提出を求め、経営状況等の把握を行っており

ます。
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③　取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

 

④　株主総会の特別決議要件

　当社は会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。

 

 　⑤　責任限定契約の内容の概要

 　　　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であ

るものを除く。）または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限ら

れます。

　当社と会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額はEY新日本有限責

任監査法人に悪意又は重大な過失があった場合を除き、法令の定める額を損害賠償責任の限度額としております。

 

 　⑥　取締役の選任の決議要件

 　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行い、かつ累積投票によらない旨定款に定めております。

 

 　⑦　剰余金の配当等の決定機関

 　　　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

 　⑧　中間配当

 　　　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当

を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするもので

あります。

 

 　⑨　取締役及び監査役の責任免除

 　　　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発

揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性10名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（千

株）

取締役社長

（代表取締役）
遠藤　健夫 1961年１月２日生

 
1983年４月 ㈱横浜髙島屋入社

1986年４月 当社入社

1991年４月 主計部長

1991年６月 取締役

1995年１月 常務取締役

1995年７月 専務取締役

1998年９月 ㈱ブロス代表取締役社長

1999年６月 ㈱システック代表取締役社長

2002年６月 当社代表取締役社長（現任）

2007年６月 ㈱ジャンボ代表取締役社長

 

(注)６ 205

常務取締役

経営企画室

担当兼関係

会社担当

長谷川　英一 1959年２月17日生

 
1981年４月 当社入社

1998年１月 経理部長

2000年10月 経営管理室長

2007年６月 執行役員経営管理室長

2008年５月 執行役員経営企画室長

2008年６月 取締役経営企画室長

2014年10月

2016年６月

取締役経営企画室担当

常務取締役経営企画室担当兼関係会社担

当（現任）
 

(注)６ 8

常務取締役

営業本部長
遠藤　秀男 1966年２月16日生

 
1989年４月 株式会社武蔵ホルツ入社

1993年５月 当社入社

1996年10月 株式会社ス・ウェン出向

1996年11月 同社取締役新店準備室長

1998年９月 株式会社ブロス取締役営業企画室長

2001年６月 同社代表取締役社長

2016年３月

2016年６月

2017年３月

2018年６月

当社顧問

取締役営業副本部長

取締役営業本部長

常務取締役営業本部長（現任）
 

(注)６ 44
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（千

株）

取締役

ＳＣ事業担当
小野田　智則 1959年９月23日生

 
1982年４月 当社入社

2000年３月 商品一部長

2007年６月 執行役員商品一部長

2008年５月 執行役員商品統括部長兼プロショップ

事業部長

2008年６月 取締役商品統括部長兼プロショップ事

業部長

2009年３月 取締役商品統括部長兼ハードウェア事

業部担当

2011年３月 取締役リフォーム事業部長兼ハード

ウェア事業部長兼商品統括部担当

2013年２月 取締役リフォーム事業部長兼ハード

ウェア事業部長兼ペット＆ガーデン事

業部長

2014年３月 取締役営業統括部長

2014年６月

2016年３月

2017年３月

2017年６月

 

2018年６月

常務取締役営業統括部長

常務取締役営業本部長

常務取締役店舗開発室担当

㈱ジェイ・イー・サービス代表取締役

社長（現任）

取締役ＳＣ事業担当（現任）
 

(注)６ 9

取締役

総務部担当兼人事部長
貫名　信行 1959年10月５日生

 
1982年４月 当社入社

2005年３月 当社人事部長

2007年６月 執行役員人事部長

2013年６月

2016年６月

取締役人事部長

取締役総務部担当兼人事部長（現任）
 

(注)６ 7

取締役

ハードウェア事業部長
中村　晴隆 1963年２月13日生

 
1985年４月 当社入社

2008年３月 ジャンボエンチョー清水鳥坂店長

2009年３月 ハードウェア事業部長

2011年３月

2011年６月

2014年３月

2018年６月

商品統括部長兼商品一部長

執行役員商品統括部長兼商品一部長

執行役員ハードウェア事業部長

取締役ハードウェア事業部長（現任）
 

(注)６ 1

取締役 仁瓶　眞平 1947年９月16日生

 
1970年４月 株式会社住友銀行入行

1988年１月 同行草加支店長

1993年４月 同行業務推進部長

1998年６月 同行取締役新宿西口支店長

1999年６月 同行執行役員

2001年１月 同行常務執行役員

2001年４月 株式会社三井住友銀行常務執行役員

2003年６月

 

2009年４月

2011年７月

2012年６月

 

2016年５月

2016年６月

2019年６月

株式会社クオーク（現株式会社セディ

ナ）代表取締役社長

株式会社セディナ取締役副社長

同社顧問

ハウス食品株式会社（現ハウス食品グ

ループ本社株式会社）社外監査役

当社顧問

取締役（現任）

株式会社ヤマタネ社外取締役（現任）
 

(注)６ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（千

株）

常勤監査役 望月　学 1958年９月25日生

 
1981年４月 当社入社

2000年３月 沼津店長

2003年２月 商品管理部長

2007年９月 総務部長

2014年３月 内部統制監査室　マネージャー

2017年６月 常勤監査役（現任）
 

(注)４ 1

監査役 吉田　龍美 1953年６月26日生

 
1977年４月 ユニー株式会社（現ユニーグループ・

ホールディングス株式会社）入社

2002年２月 同社業務本部総務部長兼環境部長

2005年５月 同社業務本部総務部長兼法務部長

2007年２月 同社業務本部付部長

2007年５月 同社常勤監査役

2011年６月 当社監査役（現任）
 

(注)７ -

監査役 新保　昌義 1953年１月24日生

 
1975年４月 商工組合中央金庫入庫

1994年７月 同庫北新宿支店長

2000年７月 同庫与信統括室長

2004年３月 同庫組織金融部長

2007年３月 同庫理事

2008年10月

2010年６月

2010年８月

2011年８月

2014年８月

2014年８月

2016年６月

同庫取締役常務執行役員

商工サービス株式会社顧問

同社代表取締役社長

中央協同株式会社代表取締役社長

商工中金リース株式会社非常勤監査役

八重洲興産株式会社非常勤監査役

当社監査役（現任）
 

(注)５ -

計 277

　（注）１．取締役の仁瓶眞平は、社外取締役であります。

２．監査役の吉田龍美及び新保昌義は、社外監査役であります。

３．常務取締役の遠藤秀男は、代表取締役社長の遠藤健夫の弟であります。

４．2017年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．2018年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．2019年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

７．2019年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

８．当社では、取締役会の意思決定の迅速化及び業務執行体制の強化と責任の明確化により、経営のスピードアップを図るため、執行

役員制度を導入しております。執行役員は、以下の２名で構成されております。

役職名 氏名

執行役員　店舗開発室担当 佐野　憲作

執行役員　営業本部副本部長兼商品統括部長 岩城　陽介
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９．当社は、法令で定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役２名を選任しておりま

す。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

松本　康太郎 1950年10月25日生

1980年９月　当社入社

1984年３月　株式会社システックシステム部

長

1998年６月　同社取締役

2005年６月　同社常務取締役

2008年６月　同社代表取締役社長

2016年６月　同社顧問

2017年４月　当社顧問

2019年４月　当社ホームアシスト副店長補佐

（現任）

―

中野里　高紀 1970年５月25日生

1995年２月 望月信吾税理士事務所（現税理

士法人望月会計事務所）入所

1997年５月 税理士登録

2008年１月　税理士法人望月会計事務所社員

税理士

2016年２月　税理士法人望月会計事務所代表

社員税理士（現任）

1

 

②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

　社外取締役の仁瓶眞平は1970年４月株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）に入行されており、金融機

関における長年の経験と財務等に関する豊富な知見及び経営に対する高い見識を有しており、取締役会の透明性

の向上及び監督機能強化のため、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しました。また、同氏

は独立役員として届出をしております。なお、株式会社三井住友銀行は、当社株式を保有し当社は同行より借入

を行っております。

　社外監査役吉田龍美はユニー株式会社（現ユニーグループ・ホールディングス株式会社）において長年総務部

門の実務を担当し、豊富な実務経験を有していることに加え、人格、識見の上で当社監査役として最適任と判断

しました。また、同氏は独立役員として届出をしております。

　社外監査役新保昌義は1975年４月に商工組合中央金庫に入庫されており、金融機関での長年の経験を有してい

ることに加え、人格、識見の上で当社監査役として最適任と判断しました。また、同氏は独立役員として届出を

しております。なお、商工組合中央金庫は、当社株式を保有し当社は同庫より借入を行っております。

　当社は、社外取締役及び社外監査役の独立性確保の要件につきましては基準又は方針を別段設けておりません

が、人格、識見に優れ、豊富な経験を有し、当社の経営全般を監視するに相応しい人材を選任しております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　当社の社外取締役及び社外監査役は、それぞれの専門的見地から経営を監督し、企業としての健全性及び透明

性を確保しております。

　当社の会計監査は、会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人と監査契約を結び監査を受けております。監

査役は、同監査法人と年４回の会合を開催し、決算監査実施状況、棚卸の監査実施状況、今後の監査課題等につ

いて意見交換を行っております。

　内部監査部門とは、月に１度の頻度で会合を開催しております。その内容といたしましては、内部監査状況の

報告に加え、全社的に重大な影響が懸念される事項が存在する場合に、その状況報告及び改善に向けた対応策を

検討しております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社の監査役会は３名で構成されており、常勤監査役の望月学は、当社総務部長及び商品管理部長を勤め、社外

監査役である吉田龍美は長年総務部門の実務を担当し、豊富な実務経験を有しており、社外監査役の職務を適切に

遂行できるものと考えております。また社外監査役である新保昌義は、長年にわたり金融業務の経験を重ねてきて

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。なお、取締役会には常時監査役が参加しているほ

か、その他の会議につきましても、監査役が参加できる体制をとっております。

 

②　内部監査の状況

　当社の内部監査組織である内部統制監査室は、３名で構成され、各部署及び各店舗での会計・業務処理において

適切な処理が行われていることを確認し、不正の防止を図ることを目的とし、各部署及び各店舗を対象に１年間に

それぞれ４回の内部監査を実施しております。

 

③　会計監査の状況

a.　監査法人の名称

　EY新日本有限責任監査法人

（注）従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日に名称を変更し、EY新日

本有限責任監査法人となりました。

 

b.　業務を執行した公認会計士

　業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

業務執行社員　野水　善之
EY新日本有限責任監査法人

業務執行社員　石井　広幸

 

c.　監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他15名であり、その他は会計士補、公認会計士試

験合格者等であります。

 

d.　監査法人の選定方針と理由

　当社は、会計監査人の選定及び評価に関しては、当社の事業内容についての十分な知識及び理解があること、

品質管理体制が整備されていること、監査日数及び具体的な監査実施要領並びに監査費用が合理的かつ妥当であ

ること等により総合的に判断しております。現会計監査人を選定した理由は、当社の事業特性及び事業規模を踏

まえ、同監査法人の専門性及び品質管理体制や、監査実績及び監査費用等を総合的に勘案した結果、当社の会計

監査人として適任であると判断したためです。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提

出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員

の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

 

e.　監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役会は、会計監査人の選定及び評価に関する基準を策定し、これを適切に運用するとともに、監査の実施

状況の確認や監査報告等を通じ、会計監査人の独立性及び専門性の確認を行っております。
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④　監査報酬の内容等

a.　監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 24 － 24 －

連結子会社 － － － －

計 24 － 24 －

 

b.　監査公認会計士等と同一のネットワーク（Ernst&Young)に属する組織に対する報酬（a.を除く）

　該当事項はありません。

 

c.　その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

d.　監査報酬の決定方針

　当社は監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を特に定めてはおりませんが、監査日数、監査内容等を

勘案し、妥当な監査報酬の額となっていることを検討し、決定しております。

 

e.　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況、会計監査人が提

出した当事業年度の監査計画の妥当性や適切性等を確認し、監査時間及び報酬単価といった算出根拠や算定内容

を精査した結果、当該報酬額は相当、妥当と認め、報酬等に同意しております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に関する事項

　当社は役員報酬規程を定めており、当規程の内容としましては、役員及び報酬の定義、報酬の体系、決定基準、

支払方法等が定められております。報酬の決定方法は、各取締役への報酬は取締役会において決定しており、取締

役会が取締役社長に決定を一任したときは、取締役社長が決定いたします。また、各監査役への報酬は監査役の協

議で決定しております。いずれの報酬においても、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において決定されま

す。

　なお、当事業年度における当社の役員の報酬等の額の決定過程におきましては、2018年６月28日開催の取締役に

おいて取締役社長である遠藤健夫氏に決定を一任され、決定しております。また、各監査役の報酬についても、同

日開催の監査役会において、監査役の協議により決定しております。

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
89 89 - - 6

監査役

（社外監査役を除く。）
9 9 - - 1

社外役員 11 11 - - 3

　（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。また使用人分給与等の額は

重要性に乏しいため記載を省略しております。

　　　　２．株主総会決議（2008年６月24日）による報酬限度額は次のとおりであります。

　　　　　　取締役　　　年額　　300百万円

　　　　　　監査役　　　年額　　 40百万円

　　　　３．業績連動報酬は制度を定めていないため、「-」と記載しております。

４．2005年６月29日開催の第44回定時株主総会において、役員退職慰労金の打切り支給を決議しております。な

お、支給時期は各役員の退任時としております。

　　　　５．役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員がいないため、記載を省略してお

ります。

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

30/83



（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式において、株式の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する株式を

「純投資目的である投資株式」、それ以外の株式を「純投資目的以外の目的である投資株式」に区分しておりま

す。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

　当社は、持続的な成長と社会的価値、経済的価値を高めるため、取引先との安定かつ良好な関係を構築し、事業

の円滑な推進を図るために必要と判断する企業の株式を保有することを保有方針としております。

　保有している株式については、取締役会等で個別銘柄毎に取引状況等を確認し、継続保有の意義及び合理性を定

期的に検証しております。

 

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 3 37

非上場株式以外の株式 12 430

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 - - -

非上場株式以外の株式 - - -

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 - -

非上場株式以外の株式 - -
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c.　特定投株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

アークランドサカモ

ト㈱

74,248 74,248
企業間取引の強化 有

111 131

㈱三井住友フィナン

シャルグループ

22,601 22,601
株式の安定化 無

87 100

㈱ヤマタネ
51,800 51,800

株式の安定化 無
81 96

㈱静岡銀行
93,625 93,625

株式の安定化 有
78 94

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ

64,290 64,290
株式の安定化 無

35 44

中山福㈱
22,000 22,000

企業間取引の強化 有
11 16

㈱ジョイフル本田
6,800 3,400

企業間取引の強化 無
9 13

ＤＣＭホールディン

グス㈱

7,075 7,075
企業間取引の強化 無

7 7

㈱清水銀行
1,900 1,900

株式の安定化 有
3 5

㈱村上開明堂
1,100 1,100

企業間取引の強化 無
2 3

㈱セキチュー
1,100 2,200

企業間取引の強化 有
1 1

ダイトウボウ㈱
13,000 13,000

企業間取引の強化 有
1 1

（注）１．各銘柄の定量的な保有効果の記載は困難でありますが、取締役会等で継続保有の意義及び合理性について検証

しております。

２．㈱ジョイフル本田は2018年６月21日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行って

おります。

３．㈱セキチューは2018年８月21日を効力発生日として、普通株式２株を１株の割合で株式併合を行っておりま

す。

 

③保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

32/83



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。）に

基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2018年４月１日から2019年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任

監査法人により監査を受けております。なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、2018年

７月１日に名称を変更し、EY新日本有限責任監査法人となりました。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について適格に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※３ 2,229 ※３ 2,312

受取手形及び売掛金 942 953

商品 9,824 9,402

仕掛品 3 9

貯蔵品 17 22

その他 382 379

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 13,399 13,080

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１,※３ 7,011 ※１,※３ 6,749

土地 ※３ 12,456 ※３ 12,335

リース資産（純額） ※１ 756 ※１ 587

建設仮勘定 151 38

その他（純額） ※１ 63 ※１ 85

有形固定資産合計 20,439 19,796

無形固定資産 88 88

投資その他の資産   

投資有価証券 591 504

長期貸付金 ※３ 981 ※３ 886

敷金及び保証金 1,744 1,733

繰延税金資産 254 228

その他 ※２ 331 ※２ 309

貸倒引当金 △5 △3

投資その他の資産合計 3,898 3,658

固定資産合計 24,425 23,543

資産合計 37,825 36,623
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,897 5,604

短期借入金 ※３ 8,077 ※３ 9,653

1年内償還予定の社債 ※３ 46 ※３ 46

ポイント引当金 26 27

リース債務 360 319

未払法人税等 86 139

その他 1,891 1,884

流動負債合計 16,385 17,675

固定負債   

社債 ※３ 322 ※３ 276

長期借入金 ※３ 9,392 ※３ 7,413

リース債務 760 475

退職給付に係る負債 467 311

長期未払金 141 133

資産除去債務 415 470

その他 646 648

固定負債合計 12,146 9,730

負債合計 28,531 27,405

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,902 2,902

資本剰余金 3,435 3,435

利益剰余金 2,789 2,769

自己株式 △16 △17

株主資本合計 9,111 9,091

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 157 89

退職給付に係る調整累計額 25 38

その他の包括利益累計額合計 182 127

純資産合計 9,294 9,218

負債純資産合計 37,825 36,623
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 37,892 38,087

売上原価 26,894 27,029

売上総利益 10,998 11,057

営業収入 1,186 1,246

営業総利益 12,184 12,304

販売費及び一般管理費 ※１ 11,621 ※１ 11,636

営業利益 562 667

営業外収益   

受取利息 20 18

受取配当金 13 14

受取事務手数料 10 10

その他 18 15

営業外収益合計 62 58

営業外費用   

支払利息 157 144

シンジケートローン手数料 61 63

その他 26 19

営業外費用合計 246 227

経常利益 379 498

特別損失   

有形固定資産売却損 10 －

減損損失 － ※２ 211

その他 － 0

特別損失合計 10 212

税金等調整前当期純利益 368 286

法人税、住民税及び事業税 77 124

法人税等調整額 13 45

法人税等合計 90 169

当期純利益 278 116

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 278 116

 

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

36/83



【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

当期純利益 278 116

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 48 △68

退職給付に係る調整額 26 13

その他の包括利益合計 ※ 75 ※ △55

包括利益 353 61

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 353 61

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,902 3,435 2,648 △16 8,970

当期変動額      

剰余金の配当   △136  △136

親会社株主に帰属する当期
純利益   278  278

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 141 △0 141

当期末残高 2,902 3,435 2,789 △16 9,111

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 109 △1 107 9,077

当期変動額     

剰余金の配当    △136

親会社株主に帰属する当期
純利益    278

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

48 26 75 75

当期変動額合計 48 26 75 216

当期末残高 157 25 182 9,294
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,902 3,435 2,789 △16 9,111

当期変動額      

剰余金の配当   △136  △136

親会社株主に帰属する当期
純利益   116  116

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △20 △0 △20

当期末残高 2,902 3,435 2,769 △17 9,091

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 157 25 182 9,294

当期変動額     

剰余金の配当    △136

親会社株主に帰属する当期
純利益    116

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△68 13 △55 △55

当期変動額合計 △68 13 △55 △75

当期末残高 89 38 127 9,218
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 368 286

減価償却費 745 684

減損損失 － 211

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △176 △155

受取利息及び受取配当金 △33 △33

支払利息 157 144

為替差損益（△は益） 2 △0

売上債権の増減額（△は増加） △212 25

たな卸資産の増減額（△は増加） △157 411

仕入債務の増減額（△は減少） 157 △298

未払消費税等の増減額（△は減少） △102 74

その他 443 108

小計 1,190 1,458

利息及び配当金の受取額 13 15

利息の支払額 △153 △139

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △133 △62

営業活動によるキャッシュ・フロー 916 1,270

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △162 △348

敷金及び保証金の差入による支出 △10 △13

敷金及び保証金の回収による収入 17 24

その他 155 106

投資活動によるキャッシュ・フロー 0 △230

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 30 470

長期借入れによる収入 2,500 2,005

長期借入金の返済による支出 △2,571 △2,882

社債の償還による支出 △46 △46

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △669 △366

自己株式の増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 △136 △136

財務活動によるキャッシュ・フロー △894 △956

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 19 83

現金及び現金同等物の期首残高 2,187 2,207

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,207 ※１ 2,290
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社

　当社のすべての子会社、㈱ジャンボ、㈱システック、㈱ジェイ・イー・サービスの計3社を連結の範囲に含めてお

ります。

(2)非連結子会社

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない関連会社のディ・アイ・ワイ流通事業協同組合は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(ロ)デリバティブ　時価法

(ハ)たな卸資産　主として売価還元原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～60年

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

(ハ)リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ポイント引当金

　顧客の購入実績に応じて付与するポイントカード制度に基づき、顧客へ付与したポイントの利用による費用発

生に備えるため、当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。
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(ロ)数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て10年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5)重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

(ロ)ヘッジ対象

　借入金及び外貨予定取引

(ハ)ヘッジ方針

　通常業務を遂行するうえで金利・為替変動のリスクを調整・コントロールするため、金利スワップ・為替予約

等のヘッジ手段を利用することがあります。なお、投機目的やトレーディング目的ではヘッジ手段を利用しない

方針であります。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、振当処理によっている為替

予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(6)のれんの償却方法及び償却期間

　該当事項はありません。

(7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2018年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2018年３月30日　企業会計基準委員

会）

 

（１）概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては

Topic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以降開始する事業年度から、Topic606は2017年12月15日

より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的

な会計基準が開発され、適用指針と合せて公表されたものです。

　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性

を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発

点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合

には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

（２）適用予定日

　2022年３月期の期首から適用します。

 

（３）当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。
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（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年度の期首

より適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分とし、繰延税金負債は固定負債の区分としておりま

す。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」132百万円は、「投資そ

の他の資産」の「繰延税金資産」254百万円に含めて表示しております。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当連結会計年度
（2019年３月31日）

減価償却累計額 13,682百万円 14,016百万円

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当連結会計年度
（2019年３月31日）

その他（投資その他の資産） 2百万円 2百万円

 

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当連結会計年度
（2019年３月31日）

定期預金（短期） 372百万円 372百万円

建物 4,464 4,228

土地 11,809 11,687

長期貸付金 526 475

計 17,172 16,764

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当連結会計年度
（2019年３月31日）

短期借入金 2,594百万円 3,486百万円

１年内償還予定の社債 46 46

社債 322 276

長期借入金 7,719 6,310

計 10,681 10,118

　上記には、保証金の流動化に係る長期貸付金（前連結会計年度526百万円、当連結会計年度475百万円）短期借入金

（前連結会計年度77百万円、当連結会計年度84百万円）長期借入金（前連結会計年度593百万円、当連結会計年度509百

万円）が含まれております。
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

従業員給料手当 4,069百万円 4,108百万円

退職給付費用 120 128

賃借料 2,430 2,440

 

※２　減損損失

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場　所 用　途 種　類

静岡県富士市

他　9件
店舗 建物及び構築物　等

　当社グループは、ホームセンター事業及び専門店事業については、各店舗毎にグループ化し減損損失を認識してお

ります。

　ホームセンター事業においては、近隣の同業他社との厳しい競争の結果、営業損益の悪化が予想される店舗につい

て帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（211百万円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳といたしましては建物及び構築物53百万円、土地121百万円、リース資産18百万円、その他９百万円、未経

過リース料８百万円であります。

　なお、各資産の回収可能価額は使用価値又は正味売却価額により測定しており、使用価値については、将来キャッ

シュ・フローを0.8％で割り引いて算定し、正味売却価額については、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等によ

り評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 68百万円 △88百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 68 △88

税効果額 △20 20

その他有価証券評価差額金 48 △68

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 31 23

組替調整額 7 △4

税効果調整前 38 18

税効果額 △11 △5

退職給付に係る調整額 26 13

その他の包括利益合計 75 △55

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 13,714 － － 13,714

合計 13,714 － － 13,714

自己株式     

普通株式　（注） 37 0 － 38

合計 37 0 － 38

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2017年５月22日

取締役会
普通株式 68 5.00 2017年３月31日 2017年６月８日

2017年10月27日

取締役会
普通株式 68 5.00 2017年９月30日 2017年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年５月28日

取締役会
普通株式 68 利益剰余金 5.00 2018年３月31日 2018年６月13日
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　（注　１．２） 13,714 - 6,857 6,857

合計 13,714 - 6,857 6,857

自己株式     

普通株式　（注　１．３．４） 38 0 19 19

合計 38 0 19 19

 （注）１．当社は、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の減少6,857千株は、株式併合によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、株式併合に伴う端数株式の買取り及び単元未満株式の買取

りによる増加であります。

４．普通株式の自己株式の減少19千株は、株式併合によるものであります。

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年５月28日

取締役会
普通株式 68 5.00 2018年３月31日 2018年６月13日

2018年10月29日

取締役会
普通株式 68 5.00 2018年９月30日 2018年12月６日

（注）2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」につきま

しては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年５月27日

取締役会
普通株式 68 利益剰余金 10.00 2019年３月31日 2019年６月12日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

現金及び預金勘定 2,229百万円 2,312百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △22 △22 

現金及び現金同等物 2,207 2,290 

 

２ 重要な非資金取引の内容

(1）ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 125百万円 40百万円

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

主としてホームセンター事業における店舗什器（工具、器具及び備品）であります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 （2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）
 
 前連結会計年度（2018年３月31日）

 取得価額相当額
減価償却累計額

相当額

減損損失累計額

相当額
期末残高相当額

工具、器具及び備品 124 75 22 25

合計 124 75 22 25

 

（単位：百万円）
 
 当連結会計年度（2019年３月31日）

 取得価額相当額
減価償却累計額

相当額

減損損失累計額

相当額
期末残高相当額

工具、器具及び備品 124 81 22 19

合計 124 81 22 19

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。
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(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 8 8

１年超 27 19

合計 35 27

リース資産減損勘定の残高 9 7

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

（単位：百万円）
 

 

前連結会計年度

（自　2017年４月１日

至　2018年３月31日）

当連結会計年度

（自　2018年４月１日

至　2019年３月31日）

支払リース料 8 8

リース資産減損勘定の取崩額 2 2

減価償却費相当額 5 5

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

１年内 77 59

１年超 632 577

合計 709 636

 

（貸主側）

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）

当連結会計年度

（2019年３月31日）

１年内 81 80

１年超 812 693

合計 893 774
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取り組み

　当社グループは余剰資金を短期的な預金を中心に運用し、新規出店等の設備投資に必要な資金は銀行借入及び社

債にて調達しております。

　また、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。

　デリバティブは、金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない予定であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、主として顧客がクレジットカード決済を行ったことによるものであり、

信用リスクにさらされておりますが、信用度の高いクレジット会社を相手先とし、各クレジット会社ごとの期日管

理及び残高管理を行っております。

　投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクにさらされておりますが、定期的に時価を把握しておりま

す。

　敷金及び保証金は、主として新規出店時に賃貸物件を利用する際の貸主に対して差し入れる敷金及び建設協力金

であり、信用リスクにさらされておりますが、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに取引先ごとの信

用状況を把握する体制としております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日のものであり、主として国内取引に係るものであり

ます。

　短期借入金は、運転資金に係るものであります。社債、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース

債務は主として設備投資に係るものであります。変動金利の借入金及び社債は支払金利の変動リスクにさらされて

おりますが、変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行っております。ヘッジの有効性の評価方法につ

いては金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建営業債務等に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替

予約取引及びオプション取引、金利関連では借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利

スワップ取引であります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前

述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧く

ださい。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

　また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金

額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1）現金及び預金 2,229 2,229 －  

(2）受取手形及び売掛金 942 942 －  

(3）投資有価証券     

　　その他有価証券 588 588 －  

(4) 敷金及び保証金（※1） 1,512 1,504 △7  

　資産計 5,273 5,265 △7  

(1）支払手形及び買掛金 5,897 5,897 －  

(2）短期借入金 5,305 5,305 －  

(3) 社債（※2） 368 370 2  

(4）長期借入金（※3） 11,876 11,976 99  

(5）リース債務 1,120 1,132 11  

　負債計 24,568 24,681 112  

 デリバティブ取引(※4)     

 ①ヘッジ会計が適用されていな

いもの
－ － －  

 ②ヘッジ会計が適用されている

もの
－ (21) (21)  

 デリバティブ取引計 － (21) (21)  

(※1)敷金及び保証金については、金融商品相当額のみを表示しております。

　(※2)１年以内償還予定の社債を含んでおります。

　(※3)１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。また、当該金額は金融商品相当額のみを表示しておりま

す。

　(※4)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で示しております。
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当連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1）現金及び預金 2,312 2,312 －  

(2）受取手形及び売掛金 953 953 －  

(3）投資有価証券     

　　その他有価証券 500 500 －  

(4) 敷金及び保証金（※1） 1,512 1,511 △1  

　資産計 5,279 5,278 △1  

(1）支払手形及び買掛金 5,604 5,604 －  

(2）短期借入金 5,775 5,775 －  

(3) 社債（※2） 322 324 2  

(4）長期借入金（※3） 11,030 11,119 89  

(5）リース債務 795 801 6  

　負債計 23,526 23,624 98  

 デリバティブ取引(※4)     

 ①ヘッジ会計が適用されていな

いもの
0 0 －  

 ②ヘッジ会計が適用されている

もの
－ (15) (15)  

 デリバティブ取引計 0 (15) (15)  

(※1)敷金及び保証金については、金融商品相当額のみを表示しております。

　(※2)１年以内償還予定の社債を含んでおります。

　(※3)１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。また、当該金額は金融商品相当額のみを表示しておりま

す。

　(※4)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（ ）で示しております。

　(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資産

　(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金

　　　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　(3）投資有価証券

　　　株式等及び債券の時価については取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。ま

た、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　(4）敷金及び保証金

　　　これらの時価については回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する信用リスクを

加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　負債

　(1）支払手形及び買掛金、並びに(2）短期借入金

　　　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　(3）社債及び(4）長期借入金、並びに(5）リース債務

　　　これらの時価については元利金の合計額を当該借入金及び社債並びにリース債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　デリバティブ取引

　　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当連結会計年度
（2019年３月31日）

非上場株式 3 3

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、（3）投

資有価証券の「その他有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 1,594 － － －

受取手形及び売掛金 942 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1) 国債・地方債等 － － － －

(2) その他 － － － －

敷金及び保証金 708 211 259 332

合計 3,246 211 259 332

 

　　当連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 1,590 － － －

受取手形及び売掛金 953 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち満期

があるもの
    

(1) 国債・地方債等 － － － －

(2) その他 － － － －

敷金及び保証金 783 190 208 329

合計 3,327 190 208 329
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４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 5,305 － － － － －

社債 46 46 46 46 46 138

長期借入金 2,772 3,582 1,991 1,390 1,020 1,407

リース債務 360 311 277 124 26 21

合計 8,483 3,939 2,315 1,561 1,092 1,566

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 5,775 － － － － －

社債 46 46 46 46 46 92

長期借入金 3,878 2,281 1,686 1,320 938 1,187

リース債務 319 285 133 34 19 3

合計 10,018 2,612 1,865 1,400 1,003 1,283
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2018年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 393 145 248

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 393 145 248

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 195 227 △32

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 195 227 △32

合計 588 372 215

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　3百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 330 140 189

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 330 140 189

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 170 233 △62

(2）債券    

①　国債・地方債等 － －  

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 170 233 △62

合計 500 373 126

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　3百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

区分 種類
契約額等

（百万円）

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引以外の
取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 11 － 0 0

合計 11 － 0 0

（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(2)金利関連
前連結会計年度（2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（2018年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特例
処理

金利スワップ
取引

    

　支払固定
　受取変動

　長期借入金 1,509 1,178 △21

合計 1,509 1,178 △21

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

金利スワップの特例
処理

金利スワップ
取引

    

　支払固定
　受取変動

　長期借入金 1,178 847 △15

合計 1,178 847 △15

(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び確定給付年金制度、確定拠出型の制度として

確定拠出年金制度を設けております。厚生年金基金制度の日本ディ・アイ・ワイ、ホームセンター事業厚生年金基金に

ついては、複数事業主制度の基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算出できないため、確定拠出

制度と同様に会計処理しております。

　また、日本ディ・アイ・ワイ、ホームセンター事業厚生年金基金は、2017年３月27日の代議員会において解散が決議

され、2017年５月30日付にて厚生労働大臣の認可を受けて解散いたしました。なお、当基金の解散による追加負担額の

発生は見込まれておりません。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

(自　2017年４月１日

至　2018年３月31日)

当連結会計年度

(自　2018年４月１日

至　2019年３月31日)

 退職給付債務の期首残高 2,283 百万円 2,207 百万円

勤務費用 67 86 

利息費用 15 15 

数理計算上の差異の発生額 △6 △54 

退職給付の支払額 △152 △163 

 退職給付債務の期末残高 2,207 2,092 

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

(自　2017年４月１日

至　2018年３月31日)

当連結会計年度

(自　2018年４月１日

至　2019年３月31日)

 年金資産の期首残高 1,639 百万円 1,740 百万円

期待運用収益 49 52 

数理計算上の差異の発生額 24 △30 

事業主からの拠出額 179 182 

退職給付の支払額 △152 △163 

 年金資産の期末残高 1,740 1,780 

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

(2018年３月31日)

当連結会計年度

(2019年３月31日)

 積立型制度の退職給付債務 2,207 百万円 2,092 百万円

 年金資産 △1,740 △1,780 

 467 311 

 非積立型の退職給付債務 － － 

 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 467 311 

     

 退職給付に係る負債 467 311 

 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 467 311 
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

(自　2017年４月１日

至　2018年３月31日)

当連結会計年度

(自　2018年４月１日

至　2019年３月31日)

 勤務費用 67 百万円 86 百万円

 利息費用 15 15 

 期待運用収益 △49 △52 

 数理計算上の差異の費用処理額 7 △4 

 その他 △0 △0 

 確定給付制度に係る退職給付費用 41 44 

 

(5）退職給付に係る調整額

　　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

(自　2017年４月１日

至　2018年３月31日)

当連結会計年度

(自　2018年４月１日

至　2019年３月31日)

 未認識数理計算上の差異 △38 百万円 △18 百万円

 　　合　計 △38 △18 

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

(自　2017年４月１日

至　2018年３月31日)

当連結会計年度

(自　2018年４月１日

至　2019年３月31日)

 未認識数理計算上の差異 △35 百万円 △54 百万円

 　　合　計 △35 △54 

 

(7）年金資産に関する事項

　①　年金資産の主な内訳

　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(2018年３月31日)

当連結会計年度

(2019年３月31日)

 共同運用資産（注） 58 ％ 56 ％

 生命保険一般勘定 42 44 

 　合　計 100 100 

（注）共同運用資産（生命保険特別勘定第一特約総合口及び信託銀行合同運用口）は、様々な種類の運用対象か

ら構成されており、その内訳は、前連結会計年度、債券32％、株式46％、その他22％、当連結会計年度、債

券33％、株式45％、その他22％であります。

 

 ②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

(2018年３月31日)

当連結会計年度

(2019年３月31日)

 割引率 0.7％ 0.7％

 長期期待運用収益率 3.0％ 3.0％
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３．確定拠出制度

　当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度77百万円、当連結会計年度83百万円であり

ます。

 

４．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度２百万

円、当連結会計年度においては該当事項はありませんでした。

　なお、以下の(1)複数事業主制度の直近の積立状況、(2)複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合、(3)

補足説明については、日本ディ・アイ・ワイ、ホームセンター事業厚生年金基金が解散しているため、前連結会計年

度末の状況のみを記載しております。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

2017年３月31日現在

 年金資産の額 34,721 百万円

 年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
39,601 

 差引額 △4,879 

 

(2）複数事業主制度の掛け金に占める当社グループの割合

　　前連結会計年度　　 8.71％（2017年３月31日現在）

 

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、別途積立金（前連結会計年度△3,633百万円）及び当年度剰余金（前連結会計年度

△1,246百万円）であります。

　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2019年３月31日）

繰延税金資産    

減損損失 264百万円  315百万円

退職給付に係る負債 140  93

未払賞与否認 60  63

長期未払金否認 31  31

投資有価証券評価損否認 3  3

その他 147  136

繰延税金資産小計 648  644

評価性引当額 △335  △382

繰延税金資産合計 312  261

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △58  △37

繰延税金負債合計 △58  △37

繰延税金資産（負債）の純額 254  224
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2019年３月31日）

法定実効税率 29.9％  29.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7  1.0

住民税均等割 8.4  11.2

評価性引当額の増減 △1.8  16.4

子会社の吸収合併に伴う影響 △13.8  -

その他 1.0  0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.4  59.3

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　店舗用土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　主に使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率は当該期間に対応する国債の利回りを使用して資産除去債務

の金額を計算しております。

 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

期首残高 406百万円 415百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1 1

見積りの変更による増加額 - 46

時の経過による調整額 7 7

期末残高 415 470

 

ニ　資産除去債務の見積りの変更

　当連結会計年度において、不動産賃貸借契約に基づく原状回復費用について、退店等の新たな情報の入手に伴

い、店舗退店時に必要とされる原状回復費用に関して、見積りの変更を行いました。これによる増加額46百万円を

変更前の資産除去債務に加算しております。
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（賃貸等不動産関係）

　当社は静岡県その他地域において賃貸用の店舗建物（土地を含む。）を有しております。前連結会計年度における当

該賃貸等不動産に関する賃貸損益は481百万円であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損

益は527百万円であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 5,022 5,105

 期中増減額 83 △92

 期末残高 5,105 5,013

期末時価 3,776 3,672

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は新規賃貸不動産の増加（178百万円）であり、主な減少額

は減価償却費（96百万円）であります。当連結会計年度の主な増加額は新規賃貸不動産の増加（１百万円）

であり、主な減少額は減価償却費（96百万円）であります。

３．期末の時価は、主として不動産鑑定士による鑑定評価額であります。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、取り扱う商品・サービス別のセグメントから構成されており、「ホームセンター事業」及び

「専門店事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「ホームセンター事業」は住関連商品を販売する事業を展開しております。「専門店事業」は住関連商品のなか

でもハードウェア用品、アウトドア用品を専門的に取り扱い販売する事業を展開しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

      (単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結
財務諸表
計上額
（注３）

 
ホームセン
ター事業

専門店
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 31,818 5,077 36,896 995 37,892 － 37,892

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － 937 937 △937 －

計 31,818 5,077 36,896 1,933 38,830 △937 37,892

セグメント利益 155 206 361 196 558 4 562

セグメント資産 24,027 3,349 27,376 7,584 34,961 2,864 37,825

その他の項目        

減価償却費 492 97 589 121 711 34 745

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
186 145 331 113 445 3 448

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材卸売事業及び情報処理・プロ

グラム開発事業等を含んでおります。

　　　２．調整額の内容は以下のとおりであります。

　　セグメント売上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 △937

 

セグメント利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 15

全社費用の配賦額の予算実績差異 △10

合計 4

 

　　セグメント資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 △1,546

全社資産 4,410

合計 2,864

　　（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない金融資産であります。

 

　　その他の項目

　　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 △0

全社費用 34

合計 34

　　（注）全社費用は、主に全社資産に係る償却費であります。

 

　３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

      (単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

連結
財務諸表
計上額
（注３）

 
ホームセン
ター事業

専門店
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 31,014 6,064 37,078 1,008 38,087 － 38,087

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － 947 947 △947 －

計 31,014 6,064 37,078 1,956 39,035 △947 38,087

セグメント利益 163 288 451 203 655 12 667

セグメント資産 22,974 3,426 26,401 7,488 33,889 2,733 36,623

その他の項目        

減価償却費 430 94 525 129 654 30 684

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額
142 96 238 8 246 16 262

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、木材卸売事業及び情報処理・プロ

グラム開発事業等を含んでおります。

　　　２．調整額の内容は以下のとおりであります。

　　セグメント売上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 △947

 

セグメント利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 3

全社費用の配賦額の予算実績差異 8

合計 12

 

　　セグメント資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 △1,528

全社資産 4,262

合計 2,733

　　（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない金融資産であります。

 

　　その他の項目

　　減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメント間取引消去 -

全社費用 30

合計 30

　　（注）全社費用は、主に全社資産に係る償却費であります。

 

　３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産額がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の記載を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産額がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

     （単位：百万円）

 
ホームセンター

事業
専門店事業 その他 全社・消去 合計

減損損失 211 － － － 211

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

 
１株当たり純資産額 1,359円10銭

１株当たり当期純利益金額 40円74銭
 

 
１株当たり純資産額 1,348円10銭

１株当たり当期純利益金額 17円04銭
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１．当社は、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定して

おります。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 278 116

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
278 116

期中平均株式数（千株） 6,838 6,838

（注）当社は、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定して期中平均株式数を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

64/83



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱エンチョー
第17回無担保社債

（銀行保証付）

2016年

４月１日

368

（46）

322

（46）
年0.3

なし

（銀行保証）

2026年

３月31日

合計 － －
368

（46）

322

（46）
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は次のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

46 46 46 46 46

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 5,305 5,775 0.60 －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,772 3,878 0.85 －

１年以内に返済予定のリース債務 360 319 1.52 －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
9,392 7,413 0.85

2020年４月～

2032年４月

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
760 475 1.52

2020年４月～

2025年６月

合計 18,590 17,862 － －

　（注）１．平均利率を算定する際の利率及び残高につきましては、期中平均のものを使用しております。

２．リース債務の平均利率については、支払利子込み法により計上されているリース債務（１年内171百万円、

１年超273百万円）を除いて計算しております。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は次

のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,281 1,686 1,320 938

リース債務 134 82 34 19
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【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産除

去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 9,879 19,480 29,763 38,087

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
135 267 553 286

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額

（百万円）

87 168 364 116

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
12.83 24.64 53.26 17.04

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

12.83 11.81 28.62 △36.22

（注）当社は、2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。当連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び１株当たり四半期純損失金額を

算定しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 1,629 ※１ 1,664

売掛金 742 784

商品 9,751 9,290

貯蔵品 16 21

前渡金 2 5

前払費用 127 125

未収収益 18 19

未収入金 168 165

その他 1 2

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 12,455 12,078

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 6,489 ※１ 6,260

構築物 476 448

機械及び装置 14 13

車両運搬具 11 9

工具、器具及び備品 36 61

土地 ※１ 12,715 ※１ 12,593

リース資産 637 495

建設仮勘定 151 38

有形固定資産合計 20,531 19,921

無形固定資産   

借地権 60 60

電話加入権 25 25

無形固定資産合計 85 85

投資その他の資産   

投資有価証券 553 468

関係会社株式 210 210

出資金 0 0

関係会社出資金 2 2

長期貸付金 ※１ 981 ※１ 886

長期前払費用 243 209

繰延税金資産 245 231

敷金及び保証金 1,739 1,728

その他 78 90

貸倒引当金 △5 △3

投資その他の資産合計 4,050 3,825

固定資産合計 24,668 23,832

資産合計 37,124 35,911
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,769 5,462

短期借入金 ※１ 8,022 ※１ 9,578

1年内償還予定の社債 ※１ 46 ※１ 46

ポイント引当金 26 27

リース債務 333 297

未払金 88 39

未払費用 960 1,021

未払法人税等 66 125

前受金 44 80

前受収益 71 71

その他 411 371

流動負債合計 15,840 17,122

固定負債   

社債 ※１ 322 ※１ 276

長期借入金 ※１ 9,381 ※１ 7,404

退職給付引当金 459 339

リース債務 669 405

長期未払金 133 126

資産除去債務 415 470

その他 693 690

固定負債合計 12,075 9,714

負債合計 27,915 26,836

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,902 2,902

資本剰余金   

資本準備金 3,435 3,435

資本剰余金合計 3,435 3,435

利益剰余金   

利益準備金 298 298

その他利益剰余金   

別途積立金 2,100 2,100

繰越利益剰余金 354 280

利益剰余金合計 2,752 2,679

自己株式 △16 △17

株主資本合計 9,074 9,000

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 134 74

評価・換算差額等合計 134 74

純資産合計 9,208 9,075

負債純資産合計 37,124 35,911
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当事業年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 35,489 37,086

売上原価 25,384 26,410

売上総利益 10,105 10,675

営業収入 1,038 1,042

営業総利益 11,144 11,717

販売費及び一般管理費 ※２ 10,737 ※２ 11,152

営業利益 406 565

営業外収益   

受取利息 20 18

その他 38 53

営業外収益合計 58 71

営業外費用   

支払利息 153 143

社債利息 1 1

その他 80 82

営業外費用合計 235 226

経常利益 229 410

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 95 -

特別利益合計 95 -

特別損失   

有形固定資産売却損 10 -

減損損失 - ※３ 211

その他 - 0

特別損失合計 10 212

税引前当期純利益 315 198

法人税、住民税及び事業税 41 96

法人税等調整額 24 38

法人税等合計 66 134

当期純利益 249 63
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 2,902 3,435 3,435 298 2,100 241 2,640

当期変動額        

剰余金の配当      △136 △136

当期純利益      249 249

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － － 112 112

当期末残高 2,902 3,435 3,435 298 2,100 354 2,752

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △16 8,962 87 87 9,050

当期変動額      

剰余金の配当  △136   △136

当期純利益  249   249

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  46 46 46

当期変動額合計 △0 112 46 46 158

当期末残高 △16 9,074 134 134 9,208
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当事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 2,902 3,435 3,435 298 2,100 354 2,752

当期変動額        

剰余金の配当      △136 △136

当期純利益      63 63

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 - - - - - △73 △73

当期末残高 2,902 3,435 3,435 298 2,100 280 2,679

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △16 9,074 134 134 9,208

当期変動額      

剰余金の配当  △136   △136

当期純利益  63   63

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  △60 △60 △60

当期変動額合計 △0 △73 △60 △60 △133

当期末残高 △17 9,000 74 74 9,075
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

　その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2)デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ　　時価法

(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

商　品

店舗在庫商品　　　　 　 売価還元原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

物流センター在庫商品　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）

貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　２～50年

構築物　　３～60年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

(3)リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(3)ポイント引当金

　顧客の購入実績に応じて付与するポイントカード制度に基づき、顧客へ付与したポイントの利用による費用発生

に備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。
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４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)繰延資産の処理方法

　社債発行費　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

(2)ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ対象

　借入金及び外貨予定取引

③ヘッジ方針

　通常業務を遂行するうえで金利・為替変動のリスクを調整・コントロールするため、金利スワップ・為替予約

等のヘッジ手段を利用することがあります。なお、投機目的やトレーディング目的ではヘッジ手段を利用しない

方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、振当処理によっている為替

予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(3)消費税等の会計処理の方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度の期首より

適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分とし、繰延税金負債は固定負債の区分としております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」123百万円は、「投資その他の資

産」の「繰延税金資産」245百万円に含めて表示しております。

 

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

73/83



（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

定期預金（短期） 350百万円 350百万円

建物 4,440 4,207

土地 12,095 11,973

長期貸付金 526 475

計 17,413 17,006

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

短期借入金 2,564百万円 3,436百万円

１年内償還予定の社債 46 46

社債 322 276

長期借入金 7,719 6,310

計 10,651 10,068

　上記には、保証金の流動化に係る長期貸付金（前事業年度526百万円、当事業年度475百万円）短期借入金（前事業年

度77百万円、当事業年度84百万円）長期借入金（前事業年度593百万円、当事業年度509百万円）が含まれております。

 

　２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

短期金銭債権 5百万円 5百万円

短期金銭債務 204 198

長期金銭債務 536 520

 

３　保証債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

(1）債務保証

前事業年度
（2018年３月31日）

当事業年度
（2019年３月31日）

㈱システック 5百万円 ㈱システック 5百万円

 

次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し経営指導念書を差入れております。

(2）経営指導念書

前事業年度
（2018年３月31日）

当事業年度
（2019年３月31日）

㈱ジャンボ 30百万円 ㈱ジャンボ 50百万円
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（損益計算書関係）

　１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当事業年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 3百万円 7百万円

　仕入高 522 513

営業取引以外の取引による取引高 948 923

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度8％、当事業年度8％、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は前事業年度92％、当事業年度92％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

　当事業年度
（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

従業員給料手当 3,594百万円 3,797百万円

退職給付費用 107 118

賃借料 2,327 2,416

減価償却費 707 652

 

※３　減損損失

当事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場　所 用　途 種　類

静岡県富士市

他　9件
店舗 建物及び構築物　等

　当社は、ホームセンター事業及び専門店事業については、各店舗毎にグループ化し減損損失を認識しております。

　ホームセンター事業においては、近隣の同業他社との厳しい競争の結果、営業損益の悪化が予想される店舗につい

て帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（211百万円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳といたしましては建物46百万円、構築物７百万円、機械及び装置０百万円、車両運搬具１百万円、工具、器

具及び備品５百万円、土地121百万円、リース資産18百万円、その他１百万円、未経過リース料８百万円でありま

す。

　なお、各資産の回収可能価額は使用価値又は正味売却価額により測定しており、使用価値については、将来キャッ

シュ・フローを0.8％で割り引いて算定し、正味売却価額については、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等によ

り評価しております。

 

（有価証券関係)

　子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式210百万円、当事業年度の貸借対照表

計上額は子会社株式210百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記

載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
 
 

当事業年度
（2019年３月31日）

繰延税金資産    

減損損失 264百万円  315百万円

退職給付引当金超過額 137  101

未払賞与否認 53  57

長期未払金否認 31  31

その他 141  132

繰延税金資産小計 629  638

評価性引当額 △326  △374

繰延税金資産合計 302  263

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △57  △32

繰延税金負債合計 △57  △32

繰延税金資産（負債）の純額 245  231

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
 
 

当事業年度
（2019年３月31日）

法定実効税率 29.9％  29.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7  1.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.2  △2.8

住民税均等割 9.2  15.7

評価性引当額の増減 1.8  24.2

抱合せ株式消滅差益 △9.1  -

合併による繰越欠損金の引継ぎ △11.5  -

その他 0.1  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.9  68.1

 

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末残高
減価償却

累計額

有形

固定資産
建物 6,489 228

62

(46)
394 6,260 10,422

 構築物 476 47
8

(7)
66 448 2,101

 機械及び装置 14 6
0

(0)
6 13 314

 車両運搬具 11 7
1

(1)
7 9 79

 工具、器具及び備品 36 42
6

(5)
10 61 253

 土地 12,715 ―
121

(121)
― 12,593 ―

 リース資産 637 40
18

(18)
163 495 560

 建設仮勘定 151 11
124

(―)
― 38 ―

 

 
計 20,531 384

344

(202）
650 19,921 13,732

無形

固定資産
借地権 60 ―

―

(―)
― 60 ―

 電話加入権 25 ―
―

(―)
― 25 ―

 計 85 ―
―

(―)
― 85 ―

（注）「当期減少額」欄の（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

 

【引当金明細表】

(単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 5 ― 1 4

ポイント引当金 26 27 26 27

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り及び買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告の方法により行います。ただし、不測の事態により電子公告でき

ない場合は日本経済新聞に掲載します。

公告掲載ＵＲＬ　https://www.encho.co.jp/ectaison.html

株主に対する特典

３月31日現在の500株以上所有の株主に対し、次のとおり「株主ご優待券」

を贈呈する。なお、「株主ご優待券」を利用されない株主には、「株主ご優

待券」と引換えに当社取扱い指定商品（優待品）を贈呈する。

(1）贈呈基準
 

持株数 １回当たり贈呈額

　500株～999株 １万２千円の優待券（200円券× 60枚）

1,000株～1,499株 ２万４千円の優待券（200円券×120枚）

1,500株～1,999株 ３万６千円の優待券（200円券×180枚）

2,000株～2,499株 ４万８千円の優待券（200円券×240枚）

2,500株以上 ６万円　　の優待券（200円券×300枚）
 
(2）使用方法

お勘定場での１回のお買上金額2,000円以上につき、2,000円毎に１枚使

用できる。ただし専売品および当社指定商品を除く。

(3）使用できる店舗

当社直営の「ジャンボエンチョー」、「ホームアシスト」、「ハードス

トック」、「ズースクエア」、「ｃａｓａ」、「ＳＷＥＮ」の全店。

(4）有効期限

３月31日現在の株主に対する発行分………翌年６月30日まで

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。

２．2018年６月28日開催の第57回定時株主総会の決議により、2018年10月１日付で株式併合（普通株式２株につき

１株の割合で株式併合）及び単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）を行っております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第57期）（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）2018年６月28日東海財務局長に提出

 

(2)内部統制報告書及びその添付書類

　　2018年６月28日東海財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

　（第58期第１四半期）（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）2018年８月10日東海財務局長に提出

　（第58期第２四半期）（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）2018年11月９日東海財務局長に提出

　（第58期第３四半期）（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）2019年２月12日東海財務局長に提出

 

(4）臨時報告書

　　2018年７月２日東海財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   2019年６月27日

株式会社　エンチョー    

 

 取締役会　御中  

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野水　善之　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石井　広幸　　　印

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エンチョーの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社エンチョー及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エンチョーの2019

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社エンチョーが2019年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

82/83



 

独立監査人の監査報告書

 

   2019年６月27日

株式会社　エンチョー    

 

 取締役会　御中  

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野水　善之　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石井　広幸　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エンチョーの2018年４月１日から2019年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

エンチョーの2019年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社エンチョー(E03109)

有価証券報告書

83/83


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２事業等のリスク
	３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの概要
	（２）役員の状況
	（３）監査の状況
	（４）役員の報酬等
	（５）株式の保有状況


	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

